
図1　「電気代そのまま払い」の仕組み

出所：科学技術振興機構

「機器の省エネ性能は向上してい

るので、買い替えると大きな省エ

ネ・電気代の節約につながります」

―。消費者向けの省エネ講座でこの

ように話すと、「買い替えのための

まとまったお金がない」という声が

多く寄せられます。

機器代を光熱費削減分で返済
買い替えの障壁になっている、初

期費用の負担を解決する枠組みとし

て、科学技術振興機構 低炭素戦略

センター（LCS）※1 などが提案して

いるのが、「電気代そのまま払い」（図

1）という新たなスキームです。

省エネ機器などの買い替え費用

を金融機関やエネルギー事業者な

どが最初に肩代わりし、買い替えに

よる光熱費の削減相当額で買い替

え費用を返済していく仕組みです。

返済を終えたあとの光熱費削減のメ

リットは、機器を設置した家庭が享

受します。家計の支出を増加させず

に省エネ機器を設置できるという点

で、通常のローンによる購入と異な

ります。

複数の実証事業が行われている

「電気代そのまま払い」について、

LCSの高瀬香絵特任研究員に話を聞

きました。

7年で冷蔵庫代を完済
静岡ガスが主体となって2016年

に行われた実証事業では、2世帯で

冷蔵庫の買い替えが実現しました。

このうちの1世帯の状況を紹介します。

それまで使っていた1995年製の

冷蔵庫は年間消費電力量が 1170 

kWh（実測値）。これは、1カ月平均

約2600円の電気代に相当します。

買い替える冷蔵庫の価格は18万円

で、年間消費電力量170kWh（カタ

ログ値）から計算した電気代は月

380円。実際の消費電力量はカタロ

グ値より大きいことを想定し、同

400円として、差額の2200円が月々

のリース代に設定されました。約7

年で完済の予定です。

高瀬氏は、冷蔵庫を対象とした理

由について「冷蔵庫は24時間365

日使用するため、エアコンなどと異

なり、家庭ごとの消費電力量に大き

な差が出にくい機器です。ここ15

年ほどの効率向上は著しく、買い替

えによる省エネ効果が大きいことが

予想されました」と話します。

図2が実証事業のスキームです。

LCSと協同実施者の東京大学が消費

電力量を計測し、静岡ガスと一緒に

「電気代そのまま払い」を提案します。

参加する家庭は、協力機関である家

電販売店から新しい冷蔵庫をリース

し、月々のリース代は静岡ガス関連

のクレジット会社に支払います。

「実際の消費電力量を提示しての

買い替え提案が、家庭への説得力を

増しました。冷蔵庫以外のほかの機

器も測ってほしいと言われたほどで

す」と、高瀬氏は買い替えの意思決

定における「見える化」の効果を挙

げます。また、静岡ガスという地域

のエネルギー事業者が窓口になって

省エネ機器を初期費用ゼロで買い替え！
新スキーム「電気代そのまま払い」の仕組み
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※ 1　https://www.jst.go.jp/lcs/

1.	買い替え費用は、金融機関などが最初に肩代わり

2.	省エネ機器の導入に
より光熱費が減少す
る

3.	ローンは差額該当分
から光熱費に併せて
支払う

導入家庭は何年かにわたり、導入前の光
熱費と同額程度を仲介企業などに払い続
ける。追加の支払い、手続きは不要

4.	完済後は導入家庭が
光熱費削減のメリット
を享受
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図2　静岡ガスによる「電気代そのまま払い」実証事業スキーム

出所：科学技術振興機構

いることも、安心感や信頼性の確保

につながっているようです。

静岡ガス側も、お客様との関係構

築・強化につながり、電力小売事業

を進める中で、総合的な省エネコン

サルティングの機会につながると、

「電気代そのまま払い」を評価して

いると言います。

同様の実証事業は、北海道下川町、

東京都足立区、熊本県水俣市（業務

用冷蔵庫）でも、各自治体主体で行

われています。下川町の場合は、同

町の任意団体がリース主体となり冷

蔵庫代を立て替えています。

米国のPACEは	 	
固定資産税に上乗せ

初期投資ゼロで機器を導入して省

エネを図る枠組みは、米国のPACE※2

や英国のグリーンディールなど、海

外に先行事例があります。

どちらも住宅の断熱改修や暖冷房

設備、太陽光パネルなどを対象とし、

返済義務は不動産に付帯しています。

つまり、居住者が引っ越した場合は、

次の居住者が返済します。2つの仕

組みで異なる点は、グリーンディー

ルが電気代の削減分で返済するのに

対し、PACEは固定資産税に上乗せ

して行われる点です。PACE では、

地方自治体が回収を代行し、ファン

ドに返済します。

機器分離技術の活用
実証事業で買い替え前の冷蔵庫の

消費電力量を計測しているのは、家

庭への提案力を高めることに加え、

各家庭の機器の使い方によって消費

電力量に差が出るので、買い替えに

よる実際の節約金額をできるだけ正

確に推定し月々のリース代を設定す

るという、予測リスクを回避する上

でも重要だからです。

計測器設置はコストアップにつな

がり、枠組み普及の課題となります

が、LCS は、安価な HEMS（家庭の

エネルギー管理システム）の普及と

ともに、インフォメティス社※3（東

京）が開発した機器分離技術を例に、

IT活用による解決を提案していま

す。分電盤に小さなセンサーを取り

付けて主幹電力を測定し、波形から

機器ごとの消費電力量を自動で判定

し、スマートフォンのアプリなどで

可視化するサービスが、すでに実用

化されています。

さらに高瀬氏は、機器分離技術に

よる機器ごとの消費電力量の見える

化、それに基づく省エネ診断・買い

替え提案、家電選び、「電気代その

まま払い」の選択、契約手続きまで

を、スマートフォンを使ってワンス

トップで行うことができれば、消費

者の利便性が向上し、買い替えにつ

ながっていくと話します。

転売リスクへの対応
PACEやグリーンディールでは、

対象が断熱改修や全館空調など住宅

と一体になった設備であり、不動産

に返済義務が付帯しているのに対し、

「電気代そのまま払い」は、家電製

品を対象とし、個人に返済義務があ

るため、転売や持ち逃げなどによる

失踪のリスクがあることも指摘しま

す。こうしたリスクに対応するため、

転売や失踪が発生した場合の保証の

仕組みについて、それがどの程度の

率になるのかについての実証研究が

必要と考えているとのことです。

自立した対策として期待
高瀬氏は「『電気代そのまま払い』

は、消費者も事業者も誰も困らずに

省エネができる仕組みです。さまざ

まな形態が考えられますので、可能

なスキームを構築し、進めていただ

きたい」と期待を込めます。さらに、

国や自治体、エネルギー事業者が関

与することで、公平性や信頼性の確

保につながると話します。環境省が

進める「うちエコ診断」との連携や、

エネルギー事業者が提供する省エネ

サービスの一環としての活用も考え

られます。

「電気代そのまま払い」は、家電

エコポイント制度のような補助制度

に依存しない、自立した買い替え促

進策として注目されています。E

※ 2　Property Assessed Clean Energy
※ 3　https://www.informetis.com/
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